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資料４．中小企業アンケート調査集計結果 

Ⅰ．海外展開実施企業に関するアンケート結果（調査票 A） 

◆回答企業のプロフィール 

問１   直接投資の状況と課題について 

問１－１ 直接投資の状況 

問1-1 現地法人②設立年

1

4

16

19

9

10

12

9

10
2.6%

2.9%

0.3%

1.2%

4.6%

5.5%

2.6%

2.9%

3.5%

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20

～1980年

～1990年

～1995年

～2000年

2001年

2002年

2003年

2004年

2005年

N=90
(SA)

 

 

 

 

問1-1 現地法人②従業員数

15

20

17

11

5

6

8

6

4
1.7%

2.3%

1.7%

1.4%

3.2%

4.9%

5.8%

4.3%

1.2%

0 5 10 15 20 25

1～5人未満    

5～20人未満   

20～50人未満  

50～100人未満 

100～150人未満

150～200人未満

200～300人未満

300～500人未満

500人以上     

N=92
(SA)
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問1-1 現地法人②拠点機能

72

55

25

8

9

18

4

12

10

1
0.3%

1.2%

3.5%

2.9%

5.2%

2.6%

2.3%

7.2%

15.9%

20.8%

0 10 20 30 40 50 60 70 80

生産　　　　

販売　　　　

市場開拓　　

研究開発　　

メンテナンス

調達　　　　

企画　　　　

設計　　　　

統括・管理　

その他　　　

N=214
(MA)

 

 

 

 

 

問1-1 現地法人②進出動機

15

19

1

3

8

10

31

6
1.7%

9.0%

2.9%

2.3%

0.9%

0.3%

5.5%

4.3%

0 5 10 15 20 25 30 35

取引先の要請　　　　　　　

取引先の進出への追随　　　

進出国の招き　　　　　　　

外国企業の招き、合弁の誘い

国内市場の縮小のため　　　

国内競争力低下のため　　　

将来の環境変化に備えて　　

その他　　　　　　　　　　

N=93
(SA)
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問1-1 現地法人②投資形態

合弁

（現地資本なし）

11.8%

単独出資

59.1%
合弁

（現地資本含む）

29.0%

N=93
(SA)
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問１－２bc 直接投資の課題の変化 

 
 

問1-2ｂA2.マネジメント層の賃金水準上昇

32

31

9

13

10

8

2

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ｃ．将来において　

ｂ．過去と比較して

N=53(SA)

N=53(SA)

悪化
変化なし 改善 不明

 
 
 

問1-2ｂA3.マネジメント層の離職率

10

13

16

18

7

3

1

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ｃ．将来において　

ｂ．過去と比較して

N=34(SA)

N=34(SA)

悪化 変化なし 改善 不明

 

 

 

問1-2ｂA5.現場労働者の賃金水準上昇

60

59

13

17

12

9

2

2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ｃ．将来において　

ｂ．過去と比較して

N=87(SA)

N=87(SA)

悪化 変化なし 改善 不明
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問1-2ｂA6.現場労働者の離職率

23

24

29

32

11

7

1

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ｃ．将来において　

ｂ．過去と比較して

N=64(SA)

N=64(SA)

悪化 変化なし 改善 不明

 

 

問1-2ｂA8.現地技術者、エンジニアの賃金水準上昇

29

30

7

9

5

2

0

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ｃ．将来において　

ｂ．過去と比較して

N=41(SA)

N=413(SA)

悪化 変化なし
改善 不明

 

問1-2ｂA9.現地技術者、エンジニアの離職率

15

13

12

17

5

2

0

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ｃ．将来において　

ｂ．過去と比較して

N=32(SA)

N=32(SA)

悪化 変化なし 改善 不明

 

問1-2ｂA10.組合への対応

2

1

5

7

1

0

0

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ｃ．将来において　

ｂ．過去と比較して

N=8(SA)

N=8(SA)

悪化 変化なし

改善

不明
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問1-2ｂA11.従業員の福利厚生費等によるコストアップ

23

23

5

11

7

2

2

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ｃ．将来において　

ｂ．過去と比較して

N=37SA)

N=37(SA)

悪化 変化なし 改善 不明

 

問1-2ｂA12.日本からの社員派遣によるコストアップ

13

23

22

24

20

7

1

2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ｃ．将来において　

ｂ．過去と比較して

N=56(SA)

N=56（SA)

悪化 変化なし 改善 不明

 

問1-2ｂA13.労務紛争の発生

5

6

5

3

2

3

0

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ｃ．将来において　

ｂ．過去と比較して

N=12(SA)

N=12(SA)

悪化 変化なし 改善 不明

 

 

問1-2ｂB2.現地販売先（外資系企業）の確保

7

9

15

33

34

13

1

2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ｃ．将来において　

ｂ．過去と比較して

N=12(SA)

N=12(SA)

悪化 変化なし

改善

不明
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問1-2ｂB3.現地販売先（ローカル企業）の確保

4

6

14

32

30

11

3

2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ｃ．将来において　

ｂ．過去と比較して

N=0（SA)

N=0(SA)

悪化 変化なし 改善 不明

 
 
 
 

問1-2ｂB4.売掛金回収の遅延およびデフォルト

4

6

18

24

15

8

3

2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ｃ．将来において　

ｂ．過去と比較して

N=88(SA)

N=88（SA)

悪化 変化なし 改善 不明

 

 

 

 

問1-2ｂB6.良質な物流サービスの確保

1

2

8

26

24

5

4

4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ｃ．将来において　

ｂ．過去と比較して

N=37（SA)

N=37(SA)

悪化 変化なし 改善 不明
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問1-2ｂC1.現地調達先（日系企業）の確保

2

2

15

28

26

13

1

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ｃ．将来において　

ｂ．過去と比較して

N=44(SA)

N=44(SA)

悪化 変化なし 改善 不明

 

問1-2ｂC2.現地調達先（外資系企業）の確保

2

2

12

27

26

10

1

2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ｃ．将来において　

ｂ．過去と比較して

N=41（SA)

N=41(SA)

悪化 変化なし 改善 不明

 
 

問1-2ｂC3.現地調達先（ローカル企業）の確保

4

5

16

29

31

18

2

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ｃ．将来において　

ｂ．過去と比較して

N=53(SA)

N=53（SA)

悪化 変化なし 改善 不明

 

 

問1-2ｂC6.現地調達先（ローカル企業）の確保

5

12

23

44

60

36

6

2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ｃ．将来において　

ｂ．過去と比較して

N=94(SA)

N=94（SA)

悪化 変化なし 改善 不明
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問1-2ｂC7.その他（生産・技術）

0

0

1

1

0

0

0

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ｃ．将来において　

ｂ．過去と比較して

N=1SA)

N=1(SA)

悪化 変化なし 改善 不明

 

問1-2ｂD1.港湾、空港などの広域物流基盤

1

5

13

18

22

13

1

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ｃ．将来において　

ｂ．過去と比較して

N=37（SA)

N=37(SA)

悪化 変化なし 不明改善

 
 

問1-2ｂD3.工業用水、廃水処理などのインフラ

5

6

10

15

10

4

0

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ｃ．将来において　

ｂ．過去と比較して

N=25(SA)

N=25(SA)

悪化 変化なし 改善 不明

 
 
 

問1-2ｂD4.発注契約の確実性

2

4

31

43

23

9

4

4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ｃ．将来において　

ｂ．過去と比較して

N=60（SA)

N=60(SA)

悪化 変化なし 不明改善
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問1-2ｂD6.操業に関する適用法制

8

9

12

14

6

3

1

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ｃ．将来において　

ｂ．過去と比較して

N=27(SA)

N=27(SA)

悪化 変化なし 改善 不明

 

問1-2ｂD7.日系現地企業との競争

20

14

7

21

11

3

0

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ｃ．将来において　

ｂ．過去と比較して

N=38（SA)

N=38(SA)

悪化 変化なし 不明改善

 
 

問1-2ｂD8.現地の地場企業との競争

20

16

11

21

7

1

1

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ｃ．将来において　

ｂ．過去と比較して

N=39(SA)

N=39（SA)

悪化 変化なし 改善 不明

 
 

問1-2ｂD9.外国系企業、輸入品との競争

15

17

9

14

8

1

1

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ｃ．将来において　

ｂ．過去と比較して

N=33(SA)

N=33(SA)

悪化 変化なし 改善 不明
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問1-2ｂD10.特許、著作権など知的財産の取り扱い

4

7

10

14

8

1

1

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ｃ．将来において　

ｂ．過去と比較して

N=23（SA)

N=23(SA)

悪化 変化なし 不明改善

 
 

問1-2ｂD12.環境・安全規制等への対応

7

4

7

13

8

5

0

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ｃ．将来において　

ｂ．過去と比較して

N=22(SA)

N=22(SA)

悪化 変化なし 改善 不明

 
 

問1-2ｂD13.ビザ取得等外国人就労への対応

3

5

10

11

6

2

0

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ｃ．将来において　

ｂ．過去と比較して

N=19（SA)

N=19(SA)

悪化 変化なし 不明改善

 
 

問1-2ｂD14.合併企業におけるパートナーとのトラブル

3

6

7

8

6

2

1

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ｃ．将来において　

ｂ．過去と比較して

N=17(SA)

N=17（SA)

悪化 変化なし 改善 不明
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問1-2ｂD15.その他（経営全般・業務環境

0

1

0

0

0

0

1

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ｃ．将来において　

ｂ．過去と比較して

N=1(SA)

N=1（SA)

悪化

不明

 

問２   業務提携の現状と課題 

問２－１ 業務提携の現状 

問2-1 業務提携②提携開始年

2

8

9

12

7

8

10

5

12

5.3%

3.1%

3.5%

4.4%

2.2%

5.3%

3.5%

0.9%

4.0%

0 2 4 6 8 10 12 14

～1980年

～1990年

～1995年

～2000年

2001年

2002年

2003年

2004年

2005年

N=73
(SA)

 

業務提携②提携内容

46

25

20

7

9

0

1

20.4%

11.1%

8.8%

3.1%

4.0%

0.0%

0.4%

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

生産委託　　　　

販売委託　　　　

技術供与　　　　

技術導入　　　　

メンテナンス　　

研究　　　　　　

その他　　　　　

N=226
(MA)

 

）
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問2-1 業務提携②提携の契機

自社からの依頼
63.9%

先方からの要請
36.1%

N=72
(SA)

 
 

問７ 海外展開に関する支援策の活用 

問７－２ 支援策に対するニーズ 

 
Ａ 知的財産権の保護 

Ｂ 親身な相談相手としての役割 

Ｃ 知的財産権・契約等に関する実務支援 

Ｄ 現地販売先確保の可能性の有無等各種情報の提供 

Ｅ インターネット等を活用した各種情報・相談機能の整備 

Ｆ 海外展示会への出展などにかかるコストへの補助金等を給付 

Ｇ 米国の国･機関による支援と我が国の国・機関による支援の格差の解消 

Ｈ 現地の雇用情報、特に社会保険関連などの負担が重い 

Ｉ 公的機関によるコンサルティングサービス 

Ｊ 長期資金の導入＜政府系金融機関より＞が必要 

Ｋ リスク管理の重要性と問題発生時の対処方法の説明会などの開催 

Ｌ 
海外進出のデメリットについての情報を多く知らせる活動。またそのデメリットについての

解決策等の具体的な広報。 

Ｍ 無料の取引先の信用調査など 

Ｎ 
相手国の税制についての細かい問題点は現地会計士又は弁護士に直接相談せざるを得ない。

進出後のフォローについて仲介、又は相談して解決していける体制。 

Ｏ 
海外に派遣する人材が社内のみの範囲では不足して、交代要員もない。適当な斡旋をしても

らえる機関があれば良い。 

Ｐ 
様々な支援策があるようだが、どこで、どういう支援策があるのか不明。もっと一元的に分

かりやすく提案してほしい。 

  ※アンケート自由回答及び企業往訪ヒアリング内容より抜粋 
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Ⅱ．海外展開未実施企業に関するアンケート結果（調査票 B） 

◆海外未展開企業のプロフィール 

 

従業員数別企業数割合（製造業）

１～４人
1%

１00～299人
16%

20～99人
73%

５～19人
10%

N=3735
(SA)

 

 

 

 

 

 

従業員数別企業数割合（非製造業）

５～99人
85%

１～４人
15%

N=401
(SA)

 

従業員数別企業数割合（サービス業）
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業種別未展開企業数

599

123

186

113

67

109

239

137

6

189

43

16

254

141

405

306

379

158

113

121

31

301

61

39
0.9%

1.5%

7.3%

0.7%

2.9%

2.7%

3.8%

9.2%

7.4%

9.8%

3.4%

6.1%

0.4%

1.0%

4.6%

0.1%

3.3%

5.8%

2.6%

1.6%

2.7%

4.5%

3.0%

14.5%

0 100 200 300 400 500 600 700

食料・飲料                                  

繊維工業                                    

衣服･その他繊維製品                  

木材･木製品                               

家具・装備品                               

パルプ･紙･紙加工                       

出版･印刷                                  

化学                                          

石油･石炭製品                            

プラスチック製品　　　　　　　　　　　 

ゴム製品　　　　　　　　　　　　　　　  

皮革・毛皮                                  

窯業･土石製品　　　　　　　　　　　　 

鉄鋼・非鉄金属　　　　　　　　　　　   

金属製品　　　　　　　　　　　　　　　　

一般機械器具　　　　　　　　　　　　　

電気・電子部品・コンピュータ用部品

輸送用機械                                

精密機器･医療機器                     

その他の製造業                          

製造業（業種不明）                      

ソフトウエア                                

情報処理サービス                        

その他サービス業                        

N=4136
(SA)

 

取引先企業

その他
2%

主として消費者
2%

不明
0%

中小企業と大手企業
の双方
41%

大手企業が中心
25%

中小企業が中心
30%

N=4536
(SA)
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問２ 国際化社会への対応について ②直接貿易 

 

問２－１ 輸出 

問2 直接貿易（輸出）の必要性（製造業）

7.6%

0.0%

4.7%

8.3%

91.7%

100.0%

94.5%

91.4%

0.6%

0.0%

0.8%

0.6%8.0%

90.8% 0.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業計　　  

１～４人　　　 

５～19人　　 

20～99人　　

１00～299人 

N=3735

(SA)

現時点で必要性あり 現時点で必要性なし 不明

 
 
 
 
 
 

問2-1 直接貿易（輸出）の必要性

4.2%

5.0%

4.1%

95.0%

95.0%

95.0%

0.7%

0.0%

0.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

サービス業計

1～5人　　   

6～100人　 

N=401
(SA)

現時点で必要性あり 現時点で必要性なし 不明

 

問 2-1 直接貿易（輸出）の必要性（製造業） 

問 2-1 直接貿易（輸出）の必要性（サービス業） 
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問２－２ 輸入 

 

 

問2-2 直接貿易(輸入)の必要性（製造業）

12.5%

4.2%

9.7%

14.9%

86.7%

95.8%

89.3%

86.7%

0.9%

0.0%

1.0%

0.8%12.5%

84.1% 1.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業計　　  

１～４人　　　 

５～19人　　 

20～99人　　

１00～299人 

N=3735
(SA)

 
 

 

 

 

問2-2 直接貿易（輸入）の必要性

5.7%

3.3%

6.2%

93.5%

96.7%

93.0%

0.7%

0.0%

0.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

サービス業計

1～5人　　   

6～100人　 

N=401
(SA)

 

問 2-2 直接貿易（輸入）の必要性（製造業） 

問 2-2 直接貿易（輸入）の必要性（サービス業） 
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Ⅲ．支援機関の考える支援事業の今後の方向性（目的及び方法）の事例 

 
 
  (目的) 

Ａ 進出後の事業運営において、問題となっている具体的課題の解決支援 

Ｂ 受発注取引の拡大 

Ｃ 海外への販路開拓の支援が重要になっている 

Ｄ 進出企業同士の情報交換が重要になっている 

Ｅ 中国を始めとした海外市場への販路開拓支援と製造拠点の移転、撤去に関する支援 

Ｆ 現地販売や第３次産業の現地進出を対象とした支援が重要になっている 

Ｇ 県内ＩＴ・コンテンツ関連企業の海外進出支援 

Ｈ 
産業分野の重点的展開～北海道の基幹産業であり全国的に優位性のある「食」「観光」など特定の

分野の産業を重点に据え、民間と行政が協力して海外展開を進める 

Ｉ 

県内企業に対して実施した調査の結果では、「期待する公的な国際ビジネス振興･支援策｣としては、

「販路開拓コーディネーターの紹介」や「海外取引先の紹介」など、実際の取引機会に直結する活

動に対して、規模の小さい企業からの要望が多く、新たな海外展開に関心を持っていても、海外ビ

ジネスのノウハウを有していない、また資金面、人材面等の問題で海外ビジネス活動に取り組めて

いない企業に対する支援の必要性は高い 

Ｊ 
海外展開に係る様々な支援機関の各種情報について、企業が効率よく活用できるよう、整理された

形で提供される必要がある 

Ｋ 

中小企業が不足する海外の情報や国際ビジネスのノウハウを提供するため、市場調査等の海外進出

のための事前調査から海外展開後のフォローまで一貫した支援体制を整備することが必要。そのた

めに中小機構と一層の連携をしたい。 

Ｌ 
市内中小企業向けに、特に成長の著しく日本からの企業進出が活発な東アジア地域を中心に、今後

の市場動向や商業関係法体系、知的財産管理手法等の情報提供等を行うこと 

Ｍ 
行政レベルで、取引や商談まで踏み込んだ支援策は、企業もそこまで望んでいない。アドバイザー

制度のような踏み込んだものは必ずしも必要でない 

Ｎ 
海外(中国等）企業との業務提携、海外企業（中国等）商品の取扱の具体的開始方法、注意事項、契

約書案文等の提供 

Ｏ 
これまでの当県の海外駐在員の支援は、中国への進出支援が中心であったが、今後は、中国企業と

県内企業とのビジネスマッチングの業務が重要になってくる 

Ｐ 
対象地域への機動的展開～東アジア地域、ロシア極東地域は引き続き取り組みを進め、ビジネスチ

ャンスの拡大が見込まれる地域に対して機動的に効果的な施策を展開する 
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  (方法) 

Ａ 
取引や商談まで踏み込んだ具体的な支援というよりは、貿易を行う上での環境を整備し、あくまで県

内企業が自主的に国際化に踏み切るという状況を醸成するのが重要と思う 

Ｂ 

アジア（上海、タイ、ベトナム、台湾）の公的人材開発機関と提携し、日本でのビジネスに関心のあ

る研修生を受け入れ、当該国に関心のある中小企業とマッチングし、研修を行うことにより、相互に

理解を深める（平成 18 年度から実施予定） 

Ｃ 
個別具体の専門的な相談に対応できるよう、海外のビジネスコンサルティング会社をはじめとして民

間企業の力を活用した支援策が求められる 

Ｄ 関係機関の支援情報を収集し、企業が活用しやすい情報提供が求められる 

Ｅ 
海外進出を決定する判断材料として、重要な要因である進出先現地の最新の法制度、許認可手続及び

マーケット情報等を入手するための情報収集ネットワークづくりが求められる 

Ｆ 現地の法制度に基づいた投資実務の具体的なコンサルティングが求められる 

Ｇ 

ネット上の商談会場に分野別ゾーン（取り纏め団体による大型参加には特別ゾーン）を設け、ビジネ

スニーズの翻訳、ＰＲ・広報並びにマッチングサービスを行う。またバーチャル商談会出展企業の来

阪時に、直接商談を行う機会を提供。 

Ｈ 個々の企業ニーズに応じた専門性の高い情報提供等が求められている 

Ｉ 
中国現地での展示会参加への支援など、中国市場での販路拡大支援が求められる。また、現地政府と

連携した進出企業への情報提供などの支援が求められている。 

Ｊ 地域の留学生と地場企業との雇用マッチング事業の実施など 

Ｋ 

中小企業が海外進出に至る各段階で不足する情報を提供し、必要な支援策を総合的に提供できる体制

を構築するため、国、府、市等の国際ビジネス支援機関がネットワークを強化し、一貫した支援体制

を整備することが求められる 

Ｌ 講習会での一般的な知識の習得＋個別相談会での具体的アドバイスという流れが有効と考える 

Ｍ 在外コンサルティング会社、専門家等との連携 

Ｎ 各国のマーケティングに詳しいコンサルティングが求められている（コンサルの紹介など） 

Ｏ 
事業として特に支援メニューがないため、これまでどおり他の支援専門機関との連携により支援して

いきたい 

Ｐ 
（「支援事業の目的」で記載したように）「販路開拓コーディネーターの紹介」や「海外取引先の紹

介」など、実際の取引機会に直結する支援事業が求められていると考える 

 ※支援機関アンケートの自由回答から抜粋 


